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住宅団地の実態に関する調査
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住宅団地について、国土交通省が地方公共団体を対象とした調査を実施。

平成29年度に実施した2回の調査に引き続き、平成30年度に追加調査を実施。

住宅団地の実態に関する調査の流れ

※「住宅団地」の定義：「全国のニュータウンリスト」及び「地方公共団体が「住宅団地」と判断した住宅市街地」

市区町村へのアンケート調査
[ 対象 ]5ha以上の住宅団地所在市町村
[ 主な調査内容 ]
・住宅団地の町丁字
・入居開始時期、事業主体、事業手法、面積

第1次調査（H29.9）
[ 対象 ]全市町村
[ 主な調査内容 ]
・5ha以上の「住宅団地」リストの作成 等

第2次調査（H29.11）
[ 対象 ]100ha以上の住宅団地所在市町村
[ 主な調査内容 ]
・面積、事業手法、用途地域 等
・国勢調査（小地域集計）団地を構成する

町丁字を基に、人口、高齢化率等を算定

100ha以上の住宅団地について詳細調査

平成29年度

平成30年度（今回報告）

5ha以上の住宅団地
について詳細調査

国勢調査等と結合した分析
・町丁字を基に、国勢調査等と結合し、

住宅団地の実態を整理。



住宅団地の立地

５ha以上の住宅団地の立地と住宅種別構成

平成30年度調査

総数

団地全体 2,903

戸建住宅を含む
2,689
(92.6%)

うち戸建住宅のみ
1,488
(51.3%)

公的共同賃貸住宅を含む
499
(17.2%)

うち公的共同賃貸住宅のみ
85
(2.9%)

民間共同賃貸住宅を含む
988
(34.0%)

共同分譲住宅を含む
556
(19.2%)

住宅団地を構成する住宅種別と
住宅団地規模別の団地数

全都道府県に約3,000団地
三大都市圏に概ね半数立地（面積ベース）
戸建住宅は住宅団地の主要な構成要素

［住宅団地数］ 2,903団地
［所在市区町村数］ 560市区町村
［のべ面積］約19.2万ha

住宅団地の
立地状況

100~300ha

0～100ha

団地なし凡例

300ha以上

市区町村別合計住宅団地面積の分布
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住宅団地が所在する市区町村の現状・意識
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具体的な問題意識
高齢者が多い（69.7％）、生活利便性の低下(42.0％）、
空家の増加（31.1％）、交通機能低下（30.3％）

具体的な取組
高齢者対応（47.9％）、若者転入促進（48.7％）、
空家利活用支援（47.0%）、コミュニティ力向上（51.3％）、
地域交通支援（36.8％）

平成29年度第１次調査

市区町村の政策的位置付け

政策的位置付け※あり：約3割（今後位置付け予定を含む）
※ 政策的位置付け：市町村総合計画、都市計画マスタープラン、住生活基本計画な

ど当該市区町村で策定された計画に規定。

位置付けあり
154市区町村
（27.7％）

位置付けを予定：23市区町村（4.1％）

位置付けなし
379市区町村（68.2％）

N=556

市区町村の住宅団地に対する問題意識と再生に係る取組状況

問題意識あり：約６割 問題意識あり
350市区町村（62.9％）

問題意識なし
206市区町村
（37.1％）

N=556

住宅団地再生に係る取組を実施
：約３割（実施予定を含む）

実施中
117市区町村
（21.0％）

実施予定：50市区町村（9.0％）

実施していない
389市区町村
（70.0％）

N=556
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住宅団地の供給経緯

団地数、団地面積ともに、1970年代前半が供給のピーク。
2018年時点で、団地数では50ha未満の団地が６割を占める。団地面積では、100ha以上
の団地が全体の過半を占める。
規模別・入居開始時期別の団地数の推移

規模別・入居開始時期別の団地面積の推移

平成30年度調査
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N=1,925団地（入居開始時期不明961団地・未定8団地・2019年以降9団地を除く）

累計団地数（左軸）：
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20年未満経過
(1.5万ha)

20年以上
30年未満経過

(2.5万ha)

30年以上
40年未満経過

(3.3万ha)

40年以上
50年未満経過

(3.7万ha)

50年以上経過
(1.4万ha)

住宅団地全体

(19.2万ha)

50年以上経過（1968年以前）
213団地(7.4%)

40年以上50年未満経過
（1969年～1978年）
667団地(23.1%)

30年以上40年未満経過
（1979年～1988年）
458団地(15.9%)

20年以上30年未満経過
（1989年～1998年）
360団地(12.5%)

20年未満経過
（1999年～）

227団地(7.9%)

入居開始時期不明

961団地(33.3%)

N=2,886(時期未定8団地・2019年以降9団地を除く)

95,800ha
（49.9％）

住宅団地の入居時期・規模

6N=2,886(時期未定8団地・2019年以降9団地を除く)

67.5ha

56.1ha

73.1ha

69.8ha

65.5ha

平均
66.5ha

5ha以上
16ha未満

16ha以上
50ha未満

50ha以上
100ha未満 100ha以上

住宅団地の入居時期

40年以上経過した住宅団地が３割。

住宅団地の規模

団地面積は、 100ha以上の住宅団地が５割、
50ha以上100ha未満の住宅団地が３割。

平成30年度調査

60,680ha
（31.6％）

5,960ha（3.1％） 29,520ha（15.4％）

2,500ha（17.4％）

640ha（4.4％） 2,050ha（14.3％）

9,190ha
（63.9％）

18,930ha
（50.6％）

9,330ha
（24.9％）

1,870ha（5.0％）

810ha（2.4％）

4,040ha
（12.1％）

810ha（3.2％）

3,660ha
（14.6％）

350ha（2.4％） 2,510ha（16.9％）

17,280ha
（51.6％）

11,360ha
（33.9％）

13,100ha
（52.1％）

7,550ha
（30.1％）

6,890ha
（46.4％）

5,110ha
（34.4％）

7,270ha
（19.4％）

40年以上経過



住宅団地の開発時事業主体・開発手法
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開発時事業主体・開発手法

開発時の事業主体は、公的主体、区画整理組合、民間事業者がそれぞれ約１／３。
なお、100ha以上の大規模団地では、公的主体が約６割。

開発時事業手法の５割は土地区画整理事業

新住事業 46団地（1.6％）

開発許可（旧宅造法許可・一団地の住宅施設含む） 851団地（29.3％）

土地区画整理事業
1,488団地（51.3％）

その他 369団地（12.7％）

N=2,903

※ 公的主体：都道府県、市町村、公団（機構）、公社など

不明 149団地（5.1％）

公的主体
1,116団地（38.4％）

その他 35団地（1.2％）

民間事業者
915団地（31.5％）

土地区画整理組合等
796団地（27.4％）

不明 41団地（1.4％）

N=2,903

公的主体
290団地（61.3％）

その他 7団地（1.5％）

民間事業者
78団地
（16.5％）

土地区画整理組合等
94団地（19.8％） 不明 5団地（1.1％）

100ha以上
のみ

全体

N=474

新住事業 38団地（8.0％）

開発許可（旧宅造法許可・一団地の住宅施設含む） 70団地（14.7％）

土地区画整理事業
317団地（66.9％）

その他 42団地（8.9％）

不明 7団地（1.5％）

100ha以上
のみ

全体

平成30年度調査

N=474



住宅種別
居住世帯割合別団地数

50％以上 1/3以上50%未満 10％以上1/3未満

公的賃貸住宅
104団地(3.6%) 99団地(3.4%) 323団地(11.1%)

合計 526団地(18.1%)

民間賃貸住宅
198団地(6.9%) 486団地(16.7%) 1,032団地(35.5%)

合計 1,716団地(59.1%)

戸建住宅
1,975団地(68.0%) 486団地(16.7%) 337団地(11.6%)

合計 2,798団地(96.4%)

共同住宅
57団地(2.0%) 89団地(3.1%) 454団地(15.6%)

合計 600団地(20.7%)

住宅団地の構成（住宅種別）

※ H27年国勢調査（小地域集計）におけ
る、「公的賃貸住宅」「民間賃貸住
宅」「戸建住宅」「共同分譲住宅」そ
れぞれに居住する世帯数が、住宅団体
全体に居住する世帯数に対して占める
割合。
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住宅団地を構成する住宅種別

戸建住宅は住宅団地で主要な構成要素。
約５割の住宅団地では持家率※が極めて高い。

戸建住宅居住世帯が過半数を占める住宅団地数
：1,975団地（68.0%)

戸建住宅居住世帯が一定以上（１割）の住宅団地数
：2,798団地（96.4％）

持家率が75％以上の住宅団地：1,325団地（45.6%)

公的賃貸住宅が構成要素となっている住宅団地
は限定的。

公的賃貸住宅居住者が一定以上（1割以上）の
住宅団地数 ：526団地（18.1％)

※持家率：戸建住宅及び共同分譲住宅に居住する世帯数の割合

N=2,903

平成30年度調査
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住宅団地の人口移動の状況

転入率

持家率

低い

高い

転入率
全国平均
31.5％

転入率が低い(10％以下）：著しく人口移動がない

転入率が高い：著しく人口移動が活発
（転入率40％以上・入居開始から20年以上経過等）

著しく人口移動のない団地の特徴
・ ターミナルから遠く、最寄り駅からも独立
・ 持家率が極めて高い
・ 団地再生に係る取組はほとんど実施していない
・ 全ての地区で過去5年で人口減（入居開始時期が
古い団地は世帯数も減）

※ 用途地域設定、最低敷地面積などについては特
に特徴なし。

著しく人口移動が活発な団地の特徴
・ 周辺の市街地と連担して一体の市街地を形成
・ 鉄道駅周辺に立地
・ 土地区画整理事業により整備

「転入率×持家率」分析及び転入率が著しく高い・低い住宅団地の特徴

※ 転入率：全居住者（住居移動状況不詳の者を除く）に対する現在の住居
地が5年前の住居地と異なる者の割合（加重平均）
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人口移動状況（過去5年間での人口移動）

住宅団地では、一般の市街地に比べ人口移
動が少ない。
8割の住宅団地の転入率が全国平均以下。

転入率は、持家率が高いほど低くなる傾向。

［転入率※］
住宅団地：２３．３％ ⇔ 全国平均：３１．５％
転入率が全国平均以下の団地数：2,483団地（85.5％）

持家率
75％以上
の団地

50～75％
の団地

25～50％
の団地

25％未満
の団地

転入率 9.1％ 16.1％ 20.2％ 18.8％

平成30年度調査
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1978年以前（40年以上経過）
高
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化
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1979～1988年（30年～39年経過）

1989～1998年（20年～29年経過）

全国平均

住宅団地全体

住宅団地の高齢化の状況

[将来高齢化率推計（入居開始後経過年数別）]

高齢化の状況

住宅団地全体の高齢化率は全国平均以下。 ［高齢化率］ ※H27年国勢調査

住宅団地：23.6％ ⇔ 全国26.6％

高齢化率は、入居開始から40年経過を境に
急上昇する傾向。

将来的には、入居開始年次が古い住宅団地
から順次、全国平均を大きく上回ることが見
込まれる。

10N=1,894（時期不明等978団地・将来推計不可の福島県内31団地除く）

平成30年度調査

入居開始後
40年以上経過

入居開始後
30年～40年経過

入居開始後
30年未満

30%～40%
353団地(40.1％)

40%以上
165団地
(18.8％)

20%～30%
263団地(29.9％)

20%未満
99団地
(11.3％)

20%未満
130団地(28.4％)

20%～30%
215団地(46.9％)

30～40％
99団地
(21.6％)

40%以上
1４団地
(3.1％)

20%未満
385団地(65.6％)

20～30％
168団地(28.6％)

40%以上
3団地
(0.5％)

30～40%
31団地(5.3％)


